

































































ものとして論文 2件（井上・笹倉 2018；山口 2019）、講述録 1件（三輪 2017）、里親に対する
アンケート調査に関する論文 1件（伊藤 2016）、里専による活動報告 4件（山口 2014；木内










ニーズをもっているわけではない現状」（伊藤 2016 : 40）が示唆されたと述べている。この調
査結果については、調査対象となった 5自治体のうちの 4自治体に民間の里親支援機関が設置
されており、それが調査結果に影響を与えているのではないかと考えられる。なぜなら、井






































2016（平成 28）年度の A 県児童養護施設協議会主催の全体研修会に里親が参加し、養護実
践発表者 7人のうちの 1人として里親養育に関する報告がおこなわれた。2017（平成 29）年
度に A 県で開催された Z 地区里親研修会では、A 県の里専が分科会記録や里親委託児（以










ている。記事では、「いままで Q 里親会で行っていた E との交流会」と綴られており、2000
年より前から双方の交流会が実施されていたことがうかがえる。その後もニュースレターには
この交流会の様子が継続して報告されている。












A 県内 6か所の児童養護施設における里親支援に関するインタビュー調査は 2017年 8月 21





依頼をおこなった。インタビューは、2016年 2月、2017年 2月、2018年 2月、2019年 8月で
ある。事前に調査項目について質問があった場合のみ調査項目を記した依頼文書を送った。文
書の事前送付の有無にかかわらず、里親養育の楽しさや難しさ、困った時の相談先、レスパイ


















施設名 調査協力者（当時の職名） インタビュー形態 調査日 調査場所 調査時間
B
里親支援専門相談員
里親支援担当職員 グループ 2017年 8月 21日 B 施設 1時間 50分
C 里親支援専門相談員 個人 2017年 8月 22日 C 施設 1時間 39分
D
家庭支援専門相談員（2人）
施設長 グループ 2017年 8月 22日 D 施設 44分
E
里親支援専門相談員
施設長 グループ 2017年 8月 23日 E 施設 1時間 8分
F
里親支援専門相談員
施設長 グループ 2017年 8月 23日 F 施設 1時間 7分
G
家庭支援専門相談員
施設長 グループ 2017年 8月 24日 G 施設 52分
H 家庭支援専門相談員 個人 2018年 2月 19日 H 施設 1時間 13分
I 里親支援専門相談員（2人） グループ 2018年 2月 20日 I 施設 1時間 7分
表 2 里親インタビュー調査の概要
調査協力者 インタビュー形態 調査日 調査場所 調査時間
J 個人 2016年 2月 22日 喫茶店 2時間 22分
K 個人 2017年 2月 10日 ホテル会議室 1時間 30分
L・M 夫妻 グループ 2017年 2月 10日 ホテルラウンジ 1時間 40分
N・O 夫妻 グループ 2019年 2月 8日 里親宅 1時間 36分

























































































































































































































































































































































































※本研究は JSPS 科研費 JP16K04233、および JP199K02174の助成を受けておこなったものであり、日





２）「里親制度の運営について」（雇児発第 0905002号、平成 14年 9月 5日、平成 29年 3月 31日一部
改正）19頁を参照されたい。
３）調査は 2014年 6月下旬に 47の都道府県と 19の政令指定都市の里親会を対象におこなわれ、すべ
ての里親会からの回答があった。詳しくは、全里発行の「里親だより」第 101号（平成 26年 8月
20日）を参照されたい。
４）里親支援専門相談員の配置状況は以下のとおりである。乳児院と児童養護施設を合わせて 2012
（平成 24）年は 115か所、2013（平成 25）年は 226か所、2014（平成 26）年は 325か所である。










談ができません」（深谷昌・深谷和・青葉 2013 : 40-41）。「里親家庭にて、子どもの試し行動に『ち
ょっとしんどい』と言いたくても、言ったら児童相談所に引き上げられるかも、と不安になると無
理をしてしまう」（藪下 2017 : 103）．
６）「家庭支援専門相談員、里親支援専門相談員、心理療法担当職員、個別対応職員、職業指導員及び













１０）A 県の里親委託率は 2016～2018年の 3年間は、約 23％～約 26％の範囲内で推移している。















































28年 1月」（https : //www.hoyokyo.or.jp/nursing_hyk/reference/27-3s2-2.pdf, 2019.11.23）．
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